
令和８年４月 13 日 

遠賀町内中小企業景況調査 

（令和８年１月-３月期） 

調査：遠賀町商工会 

 

[調査要項] 

①調査方法 遠賀町商工会 LINE 公式アカウントによる WEB 回答 

②調査対象 遠賀町商工会会員事業所 

③調査時点 令和８年 4 月１日 

 

 

今回のアンケートの回答は、５割が小売・卸売業であるが、それ以外の業種もすべて含まれ

ている。 



売上傾向については、前年同時期から殆ど変化が見られず、イラン情勢等の外部環境も相

俟って物価高騰を始めとした下振れ要因が改善されていない状況が見て取れる。 

利益の状況についても前年同時期からの改善が見られず、円安によるコスト高で利益が圧

迫されている状況が見え取れる。 

資金繰りについては、価格転嫁が進まない中での原材料価格の高止まり、人件費上昇圧力に

より依然として好転しない状況が続いる。 



従業員数については、７割が不変と回答しており、構造的人手不足にもかかわらず賃金の上

昇によって雇用を手控える状況が見て取れる。 

新たな資金調達ついては、現状では借入余力がなく、積極的な投資等を手控える傾向が窺え

る。コスト高による運転資金需要も景気回復の見込みがあれば増えるはずであるが、そこが

増えないということは、事業運営そのものに対して消極的になっている恐れがある、 

 

景況感については、前年同期に比べて「悪い」という回答が増加している。これは、トら

ンプ関税や円安に続いてイラン情勢による原油高が大きく影響していると推察される。 



景況感の今後の見通しは、世界経済の不安要因の影響も相俟って、「悪くなる」という回答

が７割に達しており、日本経済が不況から抜け出す糸口が見えない状況が続いている。 

課題として、「売上・利益の減少」に次いで「人件費の上昇」「人手不足・従業員の確保難」

が挙がっている。これらの問題に対処するには、まず労働生産性の向上を図ることが喫緊の

課題であり、国として中小企業のＤＸ推進に対する思い切った施策を打ち出す必要がある

と思われる。 

 


